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都立多摩図書館 駐車場運営業者募集要項 

 

 

 東京都立多摩図書館（以下「図書館」という。）は、現在の駐車場に係る使用許可期限の満了に伴い、

引き続き、施設の駐車場を運営するに当たり、以下のとおり、駐車場運営業者（以下「事業者」という。）

を公募により選定します。 

 

第１ 募集目的 

  施設内の駐車について、図書館及びセミナールーム等施設を利用する者に対し利便性を確保すると

ともに不正駐車防止を図るため。 

 

第２ 駐車場運営のコンセプト 

  「森の中の本の森」の設計コンセプトで建てられた多摩図書館は、「東京マガジンバンク」、「児童

青少年資料サービス」の異なる２つの機能を持ち、映画会や講演会等を行うセミナールームも備え、

課題解決支援、文化交流の拠点となることを目指しているところである。 

  乳幼児を連れての来館や調査研究のため一定時間滞在する利用者の来館に際し、駐車場を整備する

ことにより、快適に図書館を利用していただくものである。 

  図書館駐車場運営に係る基本コンセプトは、以下のとおりとする。 

 

  １ 設計コンセプトを踏まえ、施設及び周辺地域と調和し、車での来館者が利用しやすい施設であ

ること。 

  ２ 図書館利用者に対して、利用料金割引等一定程度の優遇措置を図るサービスを提供すること。 

  ３ 図書館利用者のための車室確保や路上駐車防止対策、防犯対策等を講じること。 

 

第３ 運営場所等 

 １ 名 称    東京都立多摩図書館 

 ２ 所 在 地    東京都国分寺市泉町２丁目２番２６号 

 ３ 開館時間   

 （１）平 日 ： 午前９時から午後９時まで 

 （２）土日祝日 ： 午前９時から午後５時３０分まで 

   （ただし、図書館は午前１０時から開館） 

 ４ 休館日 

 （１）図書館 

    毎月第１木曜日、第３金曜日、特別整理期間（年１２日以内）、年末年始等〔年間４０日程度〕 

 （２）セミナールーム 

    年末年始、施設保守点検日（１日）〔年間７日〕 

 ５ 開 館  平成２９年１月２９日 

 ６ その他  図書館は、「国分寺市泉町地区地区計画」の対象区域となっている。 
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第４ 運営条件 

 １ 運営の概要等  

使用目的 有料時間貸駐車場（普通車及び自動二輪車）の運営 

使用方法  東京都教育財産管理規則第１５条第１項第４項に基づき、行政財産の目的

外使用を許可する。 

運営時間  原則、３６５日、２４時間利用できることとする。 

 ただし、太陽光発電設備設置工事に伴い、令和８年３月頃から令和９年２

月頃までの間、以下のとおり駐車場等の一部の使用を停止する予定である。 

 （１）工事期間中の休館日は、駐車場全面を工事車両及び図書館業務用車

両の駐車スペースとして使用するため、一般車両の利用を全て停止する見

込みである。 

（２）工事期間中の開館日は、一般駐車スペースの一部を資材置き場とし

て使用するため、数台分のみ駐車可能となる見込みである。 

使用許可面積  ６０３．４３㎡ 

・対象範囲は、別紙１のとおり※業務用車両と共用する通路については、使

用許可の対象外とする。 

使用許可期間  使用許可書に記載の日から３年間 

・運営開始前の準備及び終了後の撤収等に要する期間についても、使用許可

期間に含む。 

・使用許可開始時期については、別途協議する。 

・営業開始日は、令和８年１月１３日（火）を目途とし、別途協議する。 

使用料等  １㎡あたり月額使用料は、１１１円とする。 

  

 使用料のほか、事業者の負担は以下のとおり 

 １ 駐車場運営に係る設備（設置、維持管理、撤去、原状復旧含む） 

 ２ 駐車場運営に係る電気料金、使用許可範囲における清掃費、 

   廃棄物処理費、人件費、材料費、警備費（機械警備を導入する場合は

その費用も負担すること）等 

・電気料金は、別途図書館が指定する期限までに納付すること。 

施設・設備等  施設及び設備等の諸条件については、以下のとおり。 

車室等 ・普通車 １８台 

・身体障害者用 ２台 

・自動二輪 ３～４台程度 

・機械（フラップ式等）による管理を行うものとする。 

・図書館開館時間中、上記、身体障害者用の車室（２台分）

は、身体障害者への利用に供することができる状態にしてお

くこと。 

建築 ・インターロッキング舗装 

電気 ・各車室までの配管あり 

消防設備 ・移動式粉末消火設備、煙感知器 

・事業者は、自らの責任と負担において、駐車場設備の設置工事を実施する
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こと。 

 設置工事については、工事開始前に図書館と設計及び施工の協議を行った

上、都立中央図書館長（以下、「館長」という。）の承認を得ること。 

・館長の指示に従い、建築、電気、機械及び防災等の各設備を、常に良好な

状態に保つよう使用すること。 

運営  駐車場利用者及び有料時間貸駐車場に関する近隣への対応は、事業者が一

切の自己責任で行うものとする。 

届出  駐車場運営に当たり、必要となる届出等の手続きは全て事業者が行うこと。 

 

 ２ その他 

 （１）使用上の制限 

    事業者は、使用財産を第三者に使用させることはできない。 

    事業者は、使用財産について、形質を変更してはならない。ただしあらかじめ書面による承認

を受けたときは、この限りではない。 

 （２）使用許可の取り消し又は変更 

    次のいずれかに該当するときは、使用許可の取消し又は変更を行うことがある。 

   ア 使用許可条件に違反したとき 

   イ 使用財産を、公用又は公共用に供するため必要とするとき 

 （３）原状回復 

    事業者は、使用許可期間が満了したとき、又は上記（２）に規定により使用許可を取消された

ときは、自己の負担において直ちに原状回復すること。なお、この場合、事業者は図書館に一切

の補償を請求することができない。 

 （４）損害賠償 

    事業者は、その責に帰する理由により、図書館又は第三者に損害を与えたときは、すべて自己

責任でその損害を賠償しなければならない。 

 （５）有益費償還請求権の放棄 

    事業者は、使用財産について支出した有益費、必要費その他の費用を請求することができない。 

 （６）実地検査等 

    東京都において必要があるときは、使用財産について随時実地検査し、資料の提出又は報告を

求め、その他その維持使用に関し指示することができる。 

 （７）利用料金等 

    駐車場利用料金については、館長に一覧表を提出して、その承認を得なければならない。 

 （８）遵守事項 

    次に掲げる事項を遵守すること。 

   ア 運営に当たっては、駐車場法（昭和 32 年法律第 106 号）その他関係法に定める事項を遵守

すること。 

   イ その他行政財産使用許可書の条項を遵守すること。 
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 （９）その他 

    都立多摩図書館では、令和８年３月頃から令和９年２月頃まで太陽光発電設備設置工事を予定

しており、その間、駐車場の一部の使用を停止する予定である。また、工事に伴い、駐車場周辺

に仮設足場の設置や工事区画の仮囲いを行う。駐車場の一部使用停止期間の運営等（休館日の一

般車両の利用停止の切り替えや工事中の入退場管理等を含む。）については、別途協議して定め

るものとする。 

 

第５ 応募資格要件 

 １ 同一業種の営業経験年数が３年以上であること。 

 ２ 税金を完納していること。 

 ３ 資産状態が良好であること。 

 ４ 東京都内における来庁者用駐車場運営の実績があること。 

 ５ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第８条第２項

第１号に規定する処分を受けている団体でないこと 

 ６ 東京都暴力団排除条例（平成 23年東京都条例第 54号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条

第４号に規定する暴力団関係者ではないこと。 

 ７ 上記５及び６に掲げる者から委託を受けた者並びにその関係団体及びその役職員又は構成員で

はないこと。 

 

第６ 公募手続き 

 １ 運営開始までのスケジュール 

事 項 月 日 

募集要項提示（都立図書館ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ） 令和７年８月２０日（水） 

企画提案参加申込書の提出 令和７年９月１日（月）まで（必着） 

質疑の受付 令和７年９月２日（火）から９月４日（木）まで 

質疑に対する回答 令和７年９月１１日（木）〔予定〕 

応募書類等の提出 令和７年９月１８日（木）午後５時まで 

一次選考（書類審査） 令和７年９月下旬 

二次選考（プレゼンテーション） 令和７年１０月上旬 

事業者の決定 令和７年１０月中旬～下旬 

運営に関する協定書締結 令和７年１０月下旬～１１月上旬 

使用許可手続き 令和７年１１月上旬～ 

営業準備 令和７年１１月上旬～ 

営業開始 令和８年１月１０日（土）以降 

 

 ２ 企画提案参加申込書の提出 

   本募集の参加希望者は、以下のとおり、企画提案参加申込書（様式１）を提出すること。 

受付期間 令和７年８月２０日（水）から令和７年９月１日（月）まで 

提出方法 持参又は郵送（必着） 

提出先 都立多摩図書館管理担当（〒185-8520 国分寺市泉町２丁目２番２６号） 
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 ３ 質疑及び回答 

   上記２の企画提案参加申込書の提出者に対して、以下により本募集要項に関する質疑を受け付け

る。 

   なお、回答は、企画提案参加申込書の提出者全員に対して、受け付けた質疑全てについてＥメー

ルにて送付する。 

受付期間 令和７年９月２日（火）から令和７年９月４日（木）まで 

提出書類 質疑書（様式２） 

提出先 

都立多摩図書館宛てＥメール（S9000044 (at) section.metro.tokyo.jp） 

迷惑メール対策のため、メールアドレスの表記を一部変更しております。 

お手数ですが、メール送信の際は (at) を@に置き換えてご利用ください。 

質疑に対する回答 令和７年９月１１日（木）予定 

 

 ４ 応募書類等の提出 

   企画提案参加申込書の提出者は、提出書類一覧（別紙２）に基づき、応募書類等を作成の上、以

下のとおり、提出すること。なお、提出された応募書類等は返却しない。 

提出期限 令和７年９月１８日（木）午後５時まで 

提出方法 持参（郵送及びＥメールでの提出は不可） 

提出先 都立多摩図書館管理担当（〒185-8520 国分寺市泉町２丁目２番２６号） 

 

 ５ 事業者の選定 

 （１）選考方法 

    提出された応募書類等に基づく書類選考及び企画提案内容についてのプレゼンテーションに

より、審査し事業者の選定を行う。プレゼンテーションの日時等については、書類選考の結果と

合わせて別途通知する。 

    選考結果は、全ての応募書類等提出者に対して、文書で通知する。なお、審査結果の内容につ

いての問い合わせには応じない。 

 （２）評価項目 

評価項目 着眼点 

確実な運営・実績 実績年数、都内での営業実績等 

財務の健全性 納税状況 

 財務状況 

企画提案 運営方針 

 運営体制 

 サービス内容 

 安全管理 

 その他 

 （３）選定取り消し 

    以下の場合には、事業者としての決定を取り消すことがある。 

   ア 正当な理由なく、図書館の指定する期日までに運営に関する協定書締結及び使用許可の手続

きに応じなかったとき。 
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   イ 提出された応募書類に虚偽が判明したとき、又は、著しく社会的信用を損なう行為を行う等

により、事業者としてふさわしくないと図書館が判断したとき 

 

 ６ 運営に関する協定書の締結 

   図書館と事業者の間で、駐車場の運営について協議を行い、使用許可条件となる以下の項目等必

要な事項に関して協定を締結する。 

法令等の遵守、運営に関する費用、第三者に対する債権債務、図書館の名義使用の禁止、管理区分、

設備点検等の実施、報告義務、改修工事等、利用料金、担当者名簿の提出、安全管理等、防火管理

等、収支報告の義務、原状回復、補償請求、指導・改善確認・使用許可取消し、機密の保持、 

損害賠償、実地検査等、協定の有効期限、解除の申入れ、光熱水費の負担、その他 

  

 

７ 使用許可手続き 

   上記６の運営に関する協定書締結後、事業者は、行政財産使用許可申請書を提出し、使用許可手

続きを行うこと。 

 

 ８ 費用負担 

   応募及び使用許可手続きに係る一切の経費は、応募者の負担とする。 

 

 ９ その他 

   応募及び使用許可手続きに係る書類のあて先は、すべて「東京都立中央図書館長」とし、提出先

は上記第６の２～４の記載及び別途指示によること。 

【担当】 

都立多摩図書館管理担当 

〒185－8520 国分寺市泉町２丁目２番２６号 

電話：042-359-4033 
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提出書類一覧 

 書類 内 容 提出部数 

１ 駐車場運営申込書 様式３ １部 

２ 定款 最新のもの（法人のみ） １部 

３ 事業概要 企業理念（経営方針）、事業経歴、創立（創業）年月日、

資本金、事業内容、従業員数、主な取引先、実績等 

・パンフレット等で可。ただし、パンフレットに記載の

ない内容については、補足して提出のこと。 

 

１部 

４ 営業所等一覧表 様式４ 

・応募書類提出日現在、公共施設において使用許可等に

より運営している駐車場がある場合は、必ず記載のこと 

 

１部 

５ 財務諸表 ・直近２か年の営業年度分のもの 

・法人の場合は、貸借対照表、損益計算書、及び株資本

等変動計算書 

・個人の場合は、収支計算書、営業用純資本計算書 

 

各１部 

６ 納税証明書 ・直近１か年の営業年度分のもの 

・法人の場合は、法人税及び法人事業税（確定申告分）

に係るもの 

・個人の場合は、所得税及び個人事業税に係るもの 

・納税実績のない場合は、その理由を詳細に記載した書

面、住民税並びに主たる固定資産税の納税証明書 

 

各１部 

７ 商業登記簿謄本 原本（３か月以内のもの） 

・個人で商号を用いている場合は、商号登記簿謄本 

・個人で営業している場合は、住民票又は外国人登録済

証明書等 

 

１部 

８ 印鑑登録証明書 原本 １部 

９ 企画提案書 

 

以下の項目及び内容についての企画書を作成のこと。 

企画書は、全体でＡ４判 30ページ程度とする。 

実現可能性の低い企画は含めず、確実に実施できる内容

を提案すること。 

１ 運営方針 

 コンセプト、ニーズの把握、運営予測、運営開始まで

のスケジュール等 

２ 運営体制 

 責任体制、トラブル発生時の対応方法 

３ 駐車場イメージ 

 機器姿図、看板等イメージ図等 

  

正１部 

副８部 

 

応募者名は、

正１部にの

み記載し、副

８部には、応

募者名及び

応募者を推

測できる記

載はしない

こと。 
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４ サービス内容 

・駐車場利用料金（図書館利用者への優遇措置を含む） 

・身体障害者用車室の運用方法 

・図書館利用者のための車室確保策 

・その他独自サービス 

５ 安全管理 

 防犯対策、災害時対応等 

６ その他 

 社会貢献活動の取組み等 

 

 

 

 


